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第２部－第５ 消費生活の向上 

 

Ⅰ まちづくり指標 

 

行  政  指  標 
計画策定時の状況

（平成 22 年度） 
前期実績値 

（平成 26 年度） 

中期目標値 

（平成 30 年度） 

目標値 

（平成 34 年度） 

消費者活動センターの利用者数 35,949 人 35,691 人 38,000 人 40,000 人 

消費生活に関する市民の活動状況を示す指標です。セミナーなどの開催による消費者教育の充実や市民

団体活動を積極的に支援し、消費者活動センター（地区公会堂含む。）の利用者数の向上を図ります。 

 

協  働  指  標 
計画策定時の状況

（平成 22 年度） 
前期実績値 

（平成 26 年度） 

中期目標値 

（平成 30 年度） 

目標値 

（平成 34 年度） 

高齢者就業支援事業・就職面

接会の利用者(内定者)数 

4,372 人 

(198 人) 

3,274 人 

(181 人) 

4,000 人 

(200 人) 

4,500 人 

(210 人) 

就職支援施策の成果等を示す指標です。関係団体等と連携し、求職者への就業機会の創出を図ります。利

用者数は、高齢者就業支援事業「わくわくサポート三鷹」への就職相談者及び多様な働き方に関する相談者、

就職面接会への来場者の合計人数です。 

 

Ⅱ 施策・主な事業の体系 

◎：主要事業 ※：推進事業 

１ 相談体制・情報提供の充実   

（１）相談・情報提供事業の充実 ◎ ①消費者相談や情報提供事業の充実 

 ※ ②しごとの相談・情報提供の充実 

   

２ 消費者支援事業の充実   

（１）食品の安全性の確保 ※ ①食品の安全性の確保 

（２）消費者の安全施策の拡充 ※ ①消費者の安全施策の拡充 

（３）消費者活動の支援 ◎ ①買物環境の整備 

（「第２部－第４ １商業環境の整備」参照） 

  ②消費者活動センターの充実 

  ③消費者団体活動の支援 

   

３ 消費者被害防止の推進   

（１）消費者啓発・消費者教育の充実 ◎ ①ライフステージにあわせた消費者啓発及び消費

者教育の充実 

 ※ ②消費者被害防止キャンペーンの実施 

（２）消費者被害防止体制の充実 ◎ ①高齢者の消費者被害防止体制の充実 

  ②関係機関等との連携・協働の推進 

（３）消費者被害防止に関する施策の推進 ※ ①市民のくらしを守る会議アクションプログラムの

推進 

   

４ 就労支援の充実   

（１）就労支援の推進 ◎ ①就労支援団体との連携による就職面接会・就

職支援セミナーの開催 

 ※ ②高齢者就業支援事業の推進 

 ※ ③障がい者の就労の推進 

（「第５部－第３ 障がい者福祉の充実」参照） 

 ※ ④生活安定、自立支援の拡充 

（「第６部－第２ 子育て支援の充実」参照） 

第２部 魅力と個性にあふれた情報・活力のまちをつくる 
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  ⑤多様な働き方への支援 

（２）新たな雇用の創出 ◎ ①「都市型産業誘致条例」に基づく企業誘致の推

進 

（「第２部－第３ 都市型産業の育成」参照） 

 ◎ ②SOHO の起業・継続支援の拡充及び ICT 産業

の育成 

（「第２部－第３ 都市型産業の育成」参照） 

 ◎ ③コミュニティビジネス、ソーシャルビジネス、NPO

活動の支援 

（「第２部－第３ 都市型産業の育成」参照） 

   

５ 労働環境の改善と勤労者の生活の支援 

（１）勤労者の生活の安定と福利厚生の充

実 

※ ①勤労者福祉サービスセンター事業の推進 

 ※ ②低所得者・離職者支援の実施 

（「第５部－第４ 生活支援の充実」参照） 

  ③多摩東部地域産業保健センター事業との連携・

推進 

  ④生活資金の融資あっせん 

（２）就労の場における男女平等の実現  ①男女平等参画関連情報の市内事業者等への

提供及び啓発の実施 

（「第１部－第３ 男女平等社会の実現」参照） 

（３）企業の子育て支援推進への働きかけ  ①企業の子育て支援への働きかけ 

（「第６部－第２ 子育て支援の充実」参照） 

（４）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）の実現のための事業の推進 

◎ ①ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発事

業等の実施 

（「第１部－第３ 男女平等社会の実現」参照） 

  ②地域貢献・災害協力の取り組みへの支援 

（「第２部－第３ 都市型産業の育成」参照） 

   

６ 推進体制の整備   

（１）連携・協働の推進 ※ ①関係団体との連携・協働の推進 

  ②国・東京都等との連携・協働の推進 

 

 

１－（１）－① 消費者相談や情報提供事業の充実 

複雑かつ高額化、多様化している消費者被害に対応するため、PIO-NET（全国消費生活情報ネッ

トワークシステム）を活用しながら、適切かつ迅速な相談体制の充実を図ります。情報提供の充実で

は、消費者相談事例をホームページや広報に掲載するとともに、東京都などの関係機関が発行する

パンフレット等を窓口、イベント会場、高齢者支援施設等で積極的に配布し、消費者被害を未然に防

止する情報提供事業を充実させます。 

 

３－（１）－① ライフステージにあわせた消費者啓発及び消費者教育の充実 

児童から社会人に至るまでの体系的な消費者教育の充実、特に悪質商法に狙われやすい若者

や高齢者へ向けた出前授業や出前講座等を行うことにより、自立した「賢い消費者」を育成します。 

 また、高齢者を見守る側への消費者教育の充実を図るため、地域包括支援センター等の高齢者

関係部署の他、町会、自治会、民生・児童委員、住民協議会、商店会等の地域に密着した団体等

への拡充を図ります。 

 

Ⅲ 主要事業 
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３－（２）－① 高齢者の消費者被害防止体制の充実 

高齢者を狙った悪質商法に対する被害を防止するため、地域包括支援センターや高齢者関係部

署等と連携して、情報共有のあり方や仕組みを整えながら、高齢者の見守り環境の整備や消費者

被害を防止する体制の充実を図ります。 

 

４－（１）－① 就労支援団体との連携による就職面接会・就職支援セミナーの開催 

ハローワーク三鷹、東京しごとセンター多摩などの就労支援団体との連携を深め、若年者から中

高年まで様々な年代に対応した就職面接会・就職支援セミナーを開催し、市民の就職機会の拡大

や就職に向けたスキルアップを支援します。また、中高年者に対しては再就職活動等に関するセミナ

ーを開催するなど、就労支援の充実を図ります。 

 

Ⅳ 推進事業 

 

１－（１）－② しごとの相談・情報提供の充実 

三鷹産業プラザで毎月開催している就労・年金・内職など「しごと」に関する総合的な相談窓口を

充実します。また、ハローワーク三鷹をはじめとする関係団体の就労支援の内容等を掲載した総合

的な情報ガイドブックを作成し、就労希望者等への情報提供を行います。 

 

２－（１）－① 食品の安全性の確保 

食品産地偽装や賞味期限の改ざん、食の安全性（食品添加物・安定供給等を含む。）の対策を

充実させるため、事業者の取り締まりの強化や表示の適正化を推進するよう、国や東京都と連携し

て取り組みます。また、食品表示・安全機能強化策として、消費者活動支援団体とともに食品（安全

性等）に関するセミナーの開催を支援します。 

 

２－（２）－① 消費者の安全施策の拡充 

消費者安全法に基づく消費者事故等の情報を収集し、市のホームページや広報などにより市民

に周知します。また、相談者から依頼される製品等の事故原因調査を関係機関に依頼・要請し、電

化製品などの消費者事故防止に努めます。なお、安全対策に関する諸施策を実施するため、東京

都と連携し、国（消費者庁等）や事業者に製品の安全対策等を要望します。 

 

３－（１）－② 消費者被害防止キャンペーンの実施 

市民のくらしを守る会議の委員を中心として、市民、消費者団体、事業者等が協働して消費者月

間等における消費者被害防止キャンペーンを実施することにより、消費者被害の防止や消費者啓発

を推進します。 

 

３－（３）－① 市民のくらしを守る会議アクションプログラムの推進 

市民のくらしを守る会議に関する具体的な取り組みをまとめた行動指針として策定したアクション

プログラムに基づき、「各世代の消費者教育の充実」や「高齢者への積極的な見守り対策の強化」な

ど、市民の消費生活に関する施策を推進します。 

 

４－（１）－② 高齢者就業支援事業の推進 

高齢者就業支援事業（わくわくサポート三鷹）における就職相談や事業所開拓の取り組みを推進

し、高齢者の能力や経験を活用できる雇用機会の増加を図ります。 

 

５－（１）－① 勤労者福祉サービスセンター事業の推進 

勤労者福祉サービスセンターの運営を支援し、市内中小企業の事業主や勤労者、中小企業に勤

務する市民の福利厚生の充実、ワーク・ライフ・バランスの推進、勤労者が安心して働ける環境づくり

を進めます。 
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６－（１）－① 関係団体との連携・協働の推進 

消費者被害防止啓発や消費者教育の推進等を、消費者団体、市民団体などの関係団体と協働

で実施するほか、勤労者福祉サービスセンター・わくわくサポート三鷹・多摩東部地域産業保健セン

ター等との連携を一層推進します。 


